
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 脱石炭火力に関する国内外の最新動向 

◆ 石炭火力発電とバイオマス発電を巡る日本の情勢（政府、企業の動き etc.） 

◆ 石炭火力発電におけるバイオマス混焼の取組事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

2020年版 

地球温暖化と石炭火力発電の 
現状と方向性 

～バイオマス混焼による再生可能エネルギーの導入拡大～ 

シード・プランニングの市場調査レポート 

監修 日本環境エネルギー開発(株) 澤 一誠 

 

世界的に脱石炭火力の動きが急速に進む中、日本では現在 46GW の石炭火力発電所が稼動しており、

今後これらの設備が座礁資産化することが懸念されています。また、2030 年度のエネルギーミックスでは

ゼロエミッション電源で 44％（再エネ 22-24％、原子力 20-22％）、石炭火力で 26％を賄う目標となっていま

すが、現下の情勢から判断すれば、原子力と石炭火力はその目標を下方修正せざるを得ず、再生可能エ

ネルギー発電を飛躍的に拡大しない限り電源構成が成り立たなくなることは明らかです。 

ところが、再エネ発電導入を牽引してきたFITは賦課金増大の問題もあり、2020年度以降見直されること

となり、今後は更に膨大な新規設備投資を伴う施策は現実的ではないため、既存の設備を活用したコストミ

ニマムな再エネの導入施策を志向する必要があります。その観点から、既設の石炭火力でのバイオマス混

焼は有効な手段であると考えられますが、現在の制度ではこれを促進する政策は無く、むしろ抑制方向に

進む可能性すら危惧されています。 

一方、東南アジアでは日本企業が日本の FIT バイオマス発電燃料として木質ペレットの製造拠点を設置

する動きが出てきています。東南アジアで稼働している石炭火力発電所は 74GW あり、この中には日本企

業が建設したものも多くありますが、現在、バイオマス混焼を行なっているところはごくわずかです。また、

石炭火力（微粉炭ボイラー）で、設備改造を伴わずにバイオマスの混焼率を高めることが可能なトレファクシ

ョン（半炭化）技術の開発は、これまで欧米が先行していましたが、昨今、日本企業が追いつき商業ベース

の稼動が見込める段階まで来ている状況です。したがって、これが商業化されれば、既設のペレット製造工

場をトレファイドペレットの製造工場に転換することも可能となります。 

これらの状況を勘案し、本レポートでは、日本が今後進むべき方向性として、「既設の石炭火力を活用し

たバイオマス混焼によって再エネの導入量を拡大する」「東南アジアで製造したペレットを使って、既設の石

炭火力での混焼又は新設バイオマス発電での専焼を JCM案件として推進する」などの展開を図ることにつ

いて提案するものです。本書が、エネルギービジネスに携わる事業者様にとって有益な調査資料となれば

幸いです。 
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